
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

●８月２２日（月） 午後３時～５時 

 評価対象事業  

（１）社会人権教育推進事業 【人権教育課】 

（２）地域子育て支援拠点事業（子育て支援課分） 【子育て支援課】 

 

●８月２３日（火） 午前９時３０分～１１時３０分 

 評価対象事業  

（３）日常生活用具給付事業 【障がい福祉課】 

（４）移住・定住促進事業 【政策課 移住・定住促進室】 

 

令和４年度 

高松市外部評価対象事業資料 
 















まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

500
1000
1500
2000
2500
3000
3500

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

1

心豊かで未来を築く人を育むまち

基本的人権を尊重する社会の確立

人権尊重意識の普及・高揚

人権教育の推進

社会人権教育推進事業

教育局

人権教育課

087-839-2640

市

平成 年度～28

人権教育市民講座実施回数 回 32 23 16 52 52

人権教育市民講座受講者数 人 2,140 2,140 1,000 1,000 1,000

令和 年度（ 年度決算分）4 3

H31 R2 R3
R4

H31 R2 R3
R4

R4
R3R2H31

　市民に対し、人権教育市民講座の開催、人権教育研修会の開催、人権教育指導資料の作成と視聴覚教材の購入、人権尊重都市
たかまつ市民会議への助成等を行うことにより、人権教育・啓発の推進を図る。

　市民に対し、人権教育市民講座の開催、人権教育研修会の開催、人権教育指導資料の作成と視聴覚教材の購入、人権尊重都市

　市民

　市民の人権教育・啓発の推進

　新型コロナウイルスの影響により、４月、
５月の開催がなかったこと、また７月中旬～
１０月中旬にかけてもまん延防止等重点措置
等により開催できなかったことから、成果指
標の達成度は、目標を大幅に下回る結果とな
った。

令和 年度5

R4

R4

R4

1,476 590 345

年度4 たかまつ市民会議への助成等を行うことにより、人権教育・啓発の推進を図る。

％34.5

点12



【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

平成 年度（決算）31 令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（予算）4

18,243 14,110 14,149 18,013

8,758 4,757 4,711 8,575

9,485 9,353 9,438 9,438

令和 年度3 令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6
　市民に対し、人権教育市民講
座の開催、人権教育研修会の開

視聴覚教材の購入、人権尊重都
催、人権教育指導資料の作成と

市たかまつ市民会議への助成等
を行うことにより、人権教育・
啓発の推進を図る。

　市民に対し、人権教育市民講
座の開催、人権教育研修会の開
催、人権教育指導資料の作成と
視聴覚教材の購入、人権尊重都
市たかまつ市民会議への助成等
を行うことにより、人権教育・
啓発の推進を図る。

　市民に対し、人権教育市民講
座の開催、人権教育研修会の開
催、人権教育指導資料の作成と
視聴覚教材の購入、人権尊重都
市たかまつ市民会議への助成等
を行うことにより、人権教育・
啓発の推進を図る。

人権教育研修事業３０８

各種教材製作・購入費３６１

人権教育研修補助金０

市民会議負担金１，４３０

社会教育団体補助金７０９

地域学力向上・キャリア教育総

合推進事業７２４　その他１，

人権教育研修事業５６０

各種教材製作・購入費４３２

人権教育研修補助金３，０２５

市民会議負担金１，４３０

社会教育団体補助金１，１００

地域学力向上・キャリア教育総

合推進事業８００　その他１，

人権教育研修事業５６０

各種教材製作・購入費４３２

人権教育研修補助金３，０２５

市民会議負担金１，４３０

社会教育団体補助金１，１００

地域学力向上・キャリア教育総

合推進事業８００　その他１，

4,711 8,575 8,575

723 800 800

3,988 7,775 7,775

Ｄ
継続

継続

　人権問題の解決には、市民に対し、人権問題を広く周知していくことが大切である。

　市民に対して、人権教育市民講座の開催、人権教育研修会の開催、人権教育資料の作成と視聴覚教材の購入、人権尊重都市たかまつ市民会

議への助成等を行い、人権を大切にする社会づくりに貢献している。

　限られた経費で、市民に対し人権問題を考える機会を継続的に提供している。令和３年度については、前年度に引続き新型コロナウイルス

の影響により、市民講座の開催がない期間が多かったことから、費用対効果は低下した。

　前年度に引続き新型コロナウイルス感染症の影響を受け、市民講座が開催できない期間が多かった。

　人権教育市民講座が各団体において毎年開催されるよう、引き続きホームページや他の情報媒体等を利用して、人権教育市民講座に関する

情報提供を行っていく。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか

１７９ ２２８ ２２８
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H30 R3







まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

20000

40000

60000

80000

100000

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

1

健やかにいきいきと暮らせるまち

子どもが健やかに生まれ育つ環境の充実

子育て家庭への支援

地域における子育て支援

地域子育て支援拠点事業（子育て支援課分）

健康福祉局

子育て支援課

087-839-2354

市

平成 年度～28

児童福祉法第２１条の９

開催日数 日 3,028 3,058 3,061 3,050 3,050

利用者数 人 80,000 80,000 53,000 53,000 53,000

令和 年度（ 年度決算分）4 3

H31 R2 R3
R4

H31 R2 R3
R4

R4
R3R2H31

常設の地域子育て支援拠点を開設し、主として概ね３歳未満の児童及びその保護者を対象として、子育て親子の交流の場の提供
のほか、交流の促進・子育て等に関する相談、援助・地域の子育て関連情報の提供等を実施し、地域の子育て支援機能の充実を
図るとともに、子どもの健やかな育ちを促進する。
併せて、子どもとその保護者等が教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、地域子育てコーディネー
ト事業を３か所で実施する。

【地域子育て支援拠点事業】

乳幼児及びその保護者

子育て家庭の育児への負担感の緩和を図り、安心して子育て・子育ちができる環境を整備し、地域の子育て支援機
能の充実を図る。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い行事
や交流等の機能を縮小したため、利用者が減
少しており、目標には至らなかった。

令和 年度5

R4

R4

R4

68,484 45,181 45,394

年度4 ・委託継続１０か所（ＮＰＯ法人、医療機関、社会福祉法人、子育て支援団体）※利用者支援事業３か所含む。
・直営２か所（各キッズセンター）

％85.6

点29



【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

平成 年度（決算）31 令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（予算）4

129,156 141,746 139,845 158,514

110,945 123,789 121,725 140,394

18,211 17,957 18,120 18,120

令和 年度3 令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6
【地域子育て支援拠点事業】
・委託継続１０か所（ＮＰＯ法

子育て支援団体）※利用者支援
人、医療機関、社会福祉法人、

事業３か所含む。
・直営２か所（各キッズセンタ
ー）

【地域子育て支援拠点事業】
・委託継続１０か所（ＮＰＯ法
人、医療機関、社会福祉法人、
子育て支援団体）※利用者支援
事業３か所含む。
・直営２か所（各キッズセンタ
ー）

【地域子育て支援拠点事業】
・委託継続１０か所（ＮＰＯ法
人、医療機関、社会福祉法人、
子育て支援団体）※利用者支援
事業３か所含む。
・直営２か所（各キッズセンタ
ー）

委　託）１１７，３７７千円

直　営）　　４，３４８千円

合計　　１２１，７２５千円

委　託）１３５，２２４千円

直　営）　　５，１７０千円

合計　　１４０，３９４千円

委　託）１３５，２２４千円

直　営）　　５，１７０千円

合計　　１４０，３９４千円

121,725 140,394 140,394

48,170 60,254 60,254

36,764 42,000 42,000

36,791 38,140 38,140

Ｂ
継続

継続

児童福祉法第２１条の９の規定に基づき、市が実施するものとされており、子育てに関する様々な相談や関連情報の提供など、利用者ニーズ

は高く、事業の目的等は妥当である。

高松市総合計画、まちづくり戦略計画等の「子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり」推進への貢献度は大きい。

新型コロナウイルス感染症の影響により、行事や交流等の機能を縮小したが、利用者の満足度、ニーズともに高く効果は大きいため、大幅な

コスト削減は難しい。

新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が減少しているが、感染症予防に留意し、安全性を確保しながら実施したことにより、昨年並

みの利用者数であった。

新型コロナウイルス感染症予防に留意し、利用者の安全性の確保に努め、地域子育て支援拠点事業を実施することにより、子育て支援機能の

充実を目指す。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか



まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

5000

10000

15000

20000

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

1

健やかにいきいきと暮らせるまち

子どもが健やかに生まれ育つ環境の充実

子育て家庭への支援

地域における子育て支援

地域子育て支援拠点事業（こども保育教育課分）

健康福祉局

こども保育教育課

087-839-2358

市

平成 年度～28

次世代育成支援対策交付金の交付対象事業及び評

交付対象施設箇所数 か所 17 17 17 17 20

地域子育て支援拠点事業相談件数 件 11,900 11,900 11,900 11,900 11,900

令和 年度（ 年度決算分）4 3

H31 R2 R3
R4

H31 R2 R3
R4

R4
R3R2H31

地域の子育て支援機能の充実等を図るため、私立保育所及び私立認定こども園が実施する地域子育て支援拠点事業に対して助成
を行う。（令和４年度から重層的支援体制整備事業として実施）
実施形態として、センター型、小規模型指定施設等がある。
主に在宅の子育て家庭を対象に、育児相談・援助を始め、子育て親子の交流の場の提供、コミュニティセンターなどでの育児講
座を実施するものである。

地域子育て支援拠点事業実施施設　１７か所

私立保育所及び認定こども園

子育て家庭に対する支援機能の充実等を図る。

子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やか
な育ちに貢献することができた。

令和 年度5

R4

R4

R4

15,856 18,456 16,676

年度4 　　センター５日型　　　１５か所
　　センター６～７日型　　１か所
　　小規模型　　　　　　　１か所

　　（利用者支援事業　　　１か所）

％140.1

点35
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【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

平成 年度（決算）31 令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（予算）4

134,651 135,116 138,842 161,496

133,892 134,368 138,087 160,741

759 748 755 755

令和 年度3 令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6
地域子育て支援拠点事業実施施
設　１７か所

か所
　　センター５日型　　　１５

　　センター６～７日型　　１
か所
　　小規模型　　　　　　　１
か所
　　（利用者支援事業　　　１
か所）

地域子育て支援拠点事業実施施
設　１７か所
　　センター５日型　　　１５
か所
　　センター６～７日型　　１
か所
　　小規模型　　　　　　　１
か所
　　（利用者支援事業　　　１
か所）

地域子育て支援拠点事業実施施
設　１７か所
　　センター５日型　　　１５
か所
　　センター６～７日型　　１
か所
　　小規模型　　　　　　　１
か所
　　（利用者支援事業　　　１
か所）

地域子育て支援拠点事業　１３

８，０８７千円

地域子育て支援拠点事業　１６

０，７４１千円

地域子育て支援拠点事業　１６

０，７４１千円

138,087 160,741 160,741

46,029 53,580 53,580

46,029 53,038 53,038

46,029 54,123 54,123

Ａ
継続

継続

地域における子育て支援策の一つとして、市が積極的に推進していく必要がある。また、周辺環境の変化に柔軟に対応するべく、子育て支援

拠点事業者が勉強会や情報交換を行う場の提供も必要である。

身近な保育所等において、子育て親子の交流等を促進することにより、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子

どもの健やかな育ちに貢献している。

子育て支援拠点が、子育て中の親の孤独感の解消につながるとともに、利用ニーズも高いことから、コスト削減は困難である。

今後も当該施策の状況を注視し、より効率的な事業となるよう取り組みたい。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか











まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

200

400

600

800

1000

1200

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

1

健やかにいきいきと暮らせるまち

支え合い、自分らしく暮らせる福祉社会の形成

障がい者の自立支援と社会参加の促進

障がい者の自立支援の促進

補装具費・日常生活用具支給等事業

健康福祉局

障がい福祉課

087-839-2333

市

平成 年度～28

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

補装具支給申請受付人数 人 1,018 896 936 1,000 1,000

補装具給付件数 件 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

令和 年度（ 年度決算分）4 3

H31 R2 R3
R4

H31 R2 R3
R4

R4
R3R2H31

　障がい者（児）の自立した生活や社会参加を促進するため、障がいにより失われた身体部位や損なわれた身体機能を代償・補
完するための補装具を支給します。

　補装具支給費

　日常生活用具及び補装具を必要とする身体障がい者（児）

　失われた身体部位、損なわれた身体機能を代償、補完、及び日常生活の利便性を向上する。

事業の認知度は向上しており、おおむね目標
は達成できた。

令和 年度5

R4

R4

R4

952 891 935

年度4 　居住サポート
　日常生活用具
　訪問入浴サービス

％93.5

点32



【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

平成 年度（決算）31 令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（予算）4

207,953 216,861 214,104 231,442

204,159 213,120 210,329 227,667

3,794 3,741 3,775 3,775

令和 年度3 令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6
　補装具支給費
　居住サポート

　訪問入浴サービス
　日常生活用具

　補装具支給費
　居住サポート
　日常生活用具
　訪問入浴サービス

　補装具支給費
　居住サポート
　日常生活用具
　訪問入浴サービス

　　　　　９３，３５２千円

　　　　　　　　　　０千円

　　　　１０７，７７５千円

　　　　　　９，２０２千円

　　　　１１０，９３０千円

　　　　　　　　１２５千円

　　　　１０６，４６９千円

　　　　　１０，１４３千円

　　　　　８９，１５９千円

　　　　　　　　　　０千円

　　　　１０３，２５６千円

　　　　　１１，７４４千円

210,329 227,667 204,159

124,369 113,114 124,369

28,750 56,884 28,750

57,210 57,669 51,040

Ａ
継続

継続

　法令に基づき市が行う事業である。給付対象品目の追加及び給付内容についての要望がある。

　障がい者の自立支援と社会活動への参加の促進が図られる。

　国の補助金交付要綱の基準により実施している事業である。

　用具・装具の助成は日常生活を営む上で不可欠な事業である。

　日常生活用具に係る選定や耐用年数の設定等について、調査及び研究を行い、市民の要望及び時代に合った制度に整えていく。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか





















まちづくりの目標
評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 関連根拠法令

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような

状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
-400
-200
0
200
400
600
800
1000
1200

H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6
0

50

100

150

200

250

産業の活力と文化の魅力あふれる創造性豊かなまち

国際・国内交流の推進と定住の促進

移住・交流の促進

選ばれる地域づくりの推進

移住・定住促進事業

市民政策局

移住・定住促進室

087-839-2143

市

平成 年度～28

特別重点 たかまつ創生総合戦略

移住・交流イベント実施回数

移住ナビ新規情報発信回数

回

回

9

29

7

11

10

33

9

40

9

40

年間社会増（１月～１２月） 人 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

本市主催の移住・定住促進のためのイベント等への参加者数 人 150 210 220 230 230

令和 年度（ 年度決算分）4 3

H31 R2 R3
R4

H31 R2 R3
R4

R4
R3R2H31

　本市への移住・定住人口の増加を図るため、市民や企業・団体等からなる「たかまつ移住応援隊」との連携による情報発信や
相談対応などを始め、本市の特性や強みである「生活のしやすさ」、「起業・就業（仕事）のしやすさ」、「子育てのしやすさ
」を生かした各種の移住・定住促進の取組を推進する。

①香川県移住・定住推進協議会としての各種取組

市外に居住しており、地方への移住を考えている人

　地方への移住を考えている人に対し、本市の魅力を効果的に発信することなどにより、本市への移住を促進し、
人口減少の抑制を図る。

　令和３年の社会動態は、平成１９年以来の
社会減に転じ、目標を達成することができな
かった。

　新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図
りながら、前年度以上にイベントを開催する
ことができ、前年度比で２倍以上の参加があ
ったが、目標には達しなかった。

令和 年度5

R4

R4

R4

183 608 -334

159 44 108

年度4 ②移住促進家賃等補助事業の実施
③東京圏ＵＪＩターン移住補助金
④瀬戸・たかまつキャリアサポートセンター

⑤移住促進プロモーションの強化に関する取組

％0.0

点0

点17

％49.1



【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【事業内容と事業費内訳】

項目

事
業
内
容

積
算
根
拠
等
（
予
算

の
増
減
理
由
）

総額

特
定
財
源

国

県

市債

他

一般財源

【評価】

評価ランク
今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ）

一次評価

二次評価

平成 年度（決算）31 令和 年度（決算）2 令和 年度（決算）3 令和 年度（予算）4

36,971 48,065 42,156 61,865

21,036 32,353 24,791 44,500

15,935 15,712 17,365 17,365

令和 年度3 令和 年度4 令和 年度5 令和 年度6
①香川県移住・定住推進協議会
としての各種取組

施
②移住促進家賃等補助事業の実

③東京圏ＵＪＩターン移住補助
金
④瀬戸・たかまつキャリアサポ
ートセンター
⑤移住促進プロモーションの強
化に関する取組

①香川県移住・定住推進協議会
としての各種取組
②移住促進家賃等補助事業の実
施
③東京圏ＵＪＩターン移住補助
金
④瀬戸・たかまつキャリアサポ
ートセンター
⑤移住促進プロモーションの強

⑥高松市移住・定住促進計画（
化に関する取組

仮称）策定

①香川県移住・定住推進協議会
としての各種取組
②移住促進家賃等補助事業の実
施
③東京圏ＵＪＩターン移住補助
金
④瀬戸・たかまつキャリアサポ
ートセンター
⑤移住促進プロモーションの強
化に関する取組

①香川県移住・定住推進協議会
としての各種取組
②移住促進家賃等補助事業の実
施
③東京圏ＵＪＩターン移住補助
金
④瀬戸・たかまつキャリアサポ
ートセンター
⑤移住促進プロモーションの強
化に関する取組

①　　　８２８千円

②　６，５４２千円

③　４，３５０千円

④１０，５０９千円

⑤　１，８１２千円

①　１，０８６千円

②　３，４４９千円

③２０，４００千円

④１１，１５６千円

⑤　３，４０９千円

⑥　５，０００千円

①　１，０８６千円

②　７，０００千円

③２０，４００千円

④１５，２６８千円

⑤　３，４０９千円

①　１，０８６千円

②　７，０００千円

③２０，４００千円

④１５，２６８千円

⑤　３，４０９千円

24,791 44,500 47,163 47,163

6,160 9,323 8,879 8,879

6,533 17,024 18,800 18,800

1,010 54 54 54

11,088 18,099 19,430 19,430

Ｄ
継続

継続

　令和３年の社会動態は、平成１９年以来の転出超過となっており、これまで以上に移住者の増加に取り組む必要性が増している。また、た

かまつ創生総合戦略推進懇談会や市議会からも、移住・定住施策に積極的に取り組むよう、強く求められている。

　社会増を目指す施策目標に直接的に結び付いている事業である。

　また、移住者を呼び込むプロモーションや移住者を定住に結び付ける取組には地域との協働・連携が不可欠である。

　国や県の補助制度を活用することにより、財源の確保に努めている。また、平成３０年度から東京都内に設置している「瀬戸・たかまつ移

住＆キャリアサポートセンター」を通じて、これまでに本市に移住した者は２１人と、一定の成果を挙げている。

　ウィズコロナの状況において、移住・定住促進のイベント等は、オンラインで開催したが、活発な意見交換ができないなど、課題もあるた

め、今後、実施内容・手法等を検討する必要がある。

　また、東京一極集中のペースは鈍化しているが、東京都からの転出先の多くは周辺の県であり、転職なき移住や二地域居住の促進、関係人

口の拡大など、本市への新たな人の流れの創出に取り組むとともに、移住後のニーズを把握するなど、移住者の定住促進を図る必要がある。

　大都市圏に居住する大学生・子育て世代などのＵＪＩターン促進や、市内の若者の流出対策に効果的に取り組むために、県外から本市、本

市から県外への人の流れの状況の分析や、これまでの移住・定住促進の取組を検証し、今後の取組の方向性を明確にする。

　また、香川県移住・定住推進協議会や、経済団体、連携中枢都市圏構成市町等と連携し、社会情勢を踏まえた新たな取組を検討する。

事業の目的・手法は、市民のニーズや社会情勢に照らして、妥当か。

上位施策目標及び住民福祉の向上に貢献しているか。

費用対効果はどうだったか
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